
 

 

 

○災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準(抄) 

（平成十二年三月三十一日） 

（厚生省告示第百四十四号） 

（収容施設の供与） 

第２条 法第 23条第１項第１号の収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与は、次の各号

に掲げる施設ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

 １ 避難所 

イ 災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者を収容するものであるこ

と。 

ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な

建物を利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営によ

り実施すること。 

ハ 避難所の設置のため支出できる費用は、避難所の設置、維持及び管理のための賃

金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入

費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費として、100人１日当たり30,000 円（冬季

（10月から３月までの期間をいう。以下同じ。）については、別に定める額を加算

した額）の範囲内とすること。ただし、福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高

齢者等」という。）であって避難所での生活において特別な配慮を必要とするもの

を収容する避難所をいう。以下同じ。）を設置した場合は、当該地域において当該

特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができること。 

ニ 避難所を開設できる期間は、災害発生の日から７日以内とすること。 

 ２ 略 
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○ 災害救助法による救助の実施について（抜粋） 
 

                 昭和 40 年５月 11 日 社施第９９号  

                 各都道府県知事宛 厚生省社会局長通知 

   

                                最終改正  平成 13 年７月 25 日  社援発第 1286 号 

                   

 

第５ 救助の程度、方法及び期間に関する事項 

  救助の程度、方法及び期間については、令第９条第１項の規定に基づき、災害救助法

による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準（平成 12 年３月 31 日厚生省告

示第 144 号。以下「告示」という。）に従い都道府県知事が定めているところであるが、

その実施にあたっては、次の点に留意されたいこと。 

 

  ２ 救助の種類別留意事項 

  （１）収容施設の供与 

      ア 避難所 

     （ア）避難所設置のために支出できる費用の限度は、市町村ごとにそれぞれ告示に     

示された１人１日当たりの限度額の範囲内であること。 

    （イ）避難所を閉鎖した場合における残存資材等は、換価処分をし、当該収入金額     

を避難所設置の費用から控除すること。 

    （ウ）避難所設置のために支出できる費用には、テレビ・ラジオ・公衆電話、公衆     

ファクシミリ、懐中電灯、仮設便所、仮設風呂、仮設洗濯場（洗濯機、乾燥機

を含む。）、簡易調理室、冷暖房機器、仮設スロープ、更衣及びプライバシー

確保に必要な間仕切り設備等の機械、器具、備品、仮設設備等の整備に要する

費用を含むものであること。 

      （エ）維持及び管理に要する費用のうち、管理責任者の設置費用について、管理責     

任者が原則として都道府県又は市町村職員であることから、超過勤務手当、休

日給、夜勤手当及び宿日直手当（以下「時間外勤務手当」という。）等は救助

の事務を行うのに必要な費用（以下「事務費」という。）に含まれることとな

るが、その他の管理又は運営に要する経費は、精算等の事務に係るものを除き、

避難所設置のための費用に含まれるものであること。 

    （オ）「福祉避難所」の対象者は、身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短     

期入所施設等へ入所するに至らない程度の者であって、「避難所」での生活に

おいて特別な配慮を要する者であること。 

            また、「福祉避難所」における特別な配慮のために必要となる費用とは、概     

ね 10 人の対象者に１人の相談等に当たる介助員等を配置するための費用、高齢     

者、障害者等に配慮した簡易便器等の器物の費用及びその他日常生活上の支援     

を行うために必要な消耗器材の費用とすること。 


